
外国証券取引口座約款 新旧対照表 

2025 年 5月 20 日 

 お客様 各位 

Ｊトラストグローバル証券株式会社 

「約款・規定集」改正のご案内 

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。 

このたび下記のとおり「外国証券取引口座約款」について改定を行いました。 

改定の背景は、次のとおりです。 

 

① 今般、日本証券業協会が定める「外国証券の取引に関する規則」の改正が行われ、「外国の金融商品

市場に売買注文を取次ぐ取引」に加え、「外国証券業者に売買注文を取次ぐ取引」も「外国取引」の

定義に含まれることになったこと。 

② 「金融商品取引法等の一部を改正する法律」（2023 年 11 月 29 日公布）および関係政府令の改正

（2025 年 2 月 7 日公布）に基づき、法定の顧客交付書面のデジタル化に関する規定が整備され、

顧客交付書面の電磁的方法による交付に係る要件が見直されたことにより、日本証券業協会が定める

「外国証券の取引に関する規則」を含め関連する自主規制規則が改定されたこと。 

③ その他所要の改正 

 

改定内容は、下記新旧対照表をご確認いただきますようお願いいたします。 

ご不明な点は、お取引のある営業部店までご連絡ください。 

今後も引続きＪトラストグローバル証券株式会社をお引立てのほど、よろしくお願い申し上げます。 

敬具 

記 

外国証券取引口座約款 新旧対照表 

（改定日 2025 年 5 月 20 日） 

以上 

下線が変更箇所 

新 旧 

（約款の趣旨） 
第１条 この約款は、お客様と当社との間で行う外国
証券（日本証券業協会又は金融商品取引所が規則に
定める外国証券をいう。以下同じ。）の取引に関する
権利義務関係を明確にするための取決めです。  

２ お客様は、外国証券の国内取引所金融商品市場に
おける売買その他の取引（以下「国内委託取引」と
いう。）、外国証券の売買注文を取り次ぐ方法により
我が国以外で執行する取引（以下「外国取引」とい
う。）及び外国証券の国内における店頭取引（以下
「国内店頭取引」という。）並びに外国証券の当社へ
の保管（当該外国証券の発行に係る準拠法におい
て、当該外国証券に表示されるべき権利について券
面を発行しない取扱いが認められ、かつ、券面が発
行されていない場合における当該外国証券に表示さ
れるべき権利（以下「みなし外国証券」という。）で

約款の趣旨 
第１条 この約款は、お客様と当社との間で行う外国
証券（日本証券業協会又は金融商品取引所が規則に
定める外国証券をいう。以下同じ。）の取引に関する
権利義務関係を明確にするための取決めです。  

２ お客様は、外国証券の国内取引所金融商品市場に
おける売買その他の取引（以下「国内委託取引」と
いう。）、外国証券の売買注文を我が国以外の金融商
品市場（店頭市場を含む。以下同じ。）に取り次ぐ取
引（以下「外国取引」という。）及び外国証券の国内
における店頭取引（以下「国内店頭取引」という。）
並びに外国証券の当社への保管（当該外国証券の発
行に係る準拠法において、当該外国証券に表示され
るべき権利について券面を発行しない取扱いが認め
られ、かつ、券面が発行されていない場合における
当該外国証券に表示されるべき権利（以下「みなし
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ある場合には、当該外国証券の口座に記載又は記録
される数量の管理を含む。以下同じ。）の委託につい
ては、この約款に掲げる事項を承諾し、自らの判断
と責任においてこれを行うものとします。  
なお、上記の国内委託取引、外国取引及び国内店

頭取引については、信用取引に係る売買及び信用取
引により貸付けを受けた買付代金又は売付有価証券
の弁済に係る売買を除くものとします。 

外国証券」という。）である場合には、当該外国証券
の口座に記載又は記録される数量の管理を含む。以
下同じ。）の委託については、この約款に掲げる事項
を承諾し、自らの判断と責任においてこれを行うも
のとします。  
なお、上記の国内委託取引、外国取引及び国内店

頭取引については、信用取引に係る売買及び信用取
引により貸付けを受けた買付代金又は売付有価証券
の弁済に係る売買を除くものとします。 

（新株予約権等その他の権利の処理）  
第 8 条 寄託証券等に係る新株予約権等（新たに外国
株券等の割当てを受ける権利をいう。以下同じ。）そ
の他の権利の処理は、次の各号に定めるところによ
ります。  
① 新株予約権等が付与される場合は、次の a また
は b に定める区分に従い、当該 a または b に
定めるところにより、取扱います。  
a. 寄託証券等が当該取引所を主たる市場とする
ものであると当該取 引所が認める場合以外の
場合お客様が所定の時限までに新株式（新たに
割当てられる外国株券等をいう。以下同じ。）
の引受けを希望することを当社に通知し、当社
を通じ決済会社に払込代金を支払うときは、決
済会社はお客様に 代わって当該新株予約権等
を行使して新株式を引受け、当社を通じて本口
座に振込むものとし、お客様が所定の時限まで
に新株式の引受けを希望することを当社に通知
しないときまたは決済会社が当 該新株予約権
等を行使することが不可能であると認めるとき
は、決済会社が当該新株予約権等を売却処分し
ます。ただし、当該寄託証券等の発行者が所在
する国等の諸法令もしくは慣行等によりまたは
市場の状況により、決済会社が当該新株予約権
等の全部または一部を売却できないときは、当
該全部または一部の新株予約権等はその効力を
失います。  

b. 寄託証券等が当該取引所を主たる市場とする
ものであると決済会社が認める場合 決済会社
が新株予約権等を受領し、当社を通じ本口座に
振込みます。この場合において、お客様が所定
の時限までに新株式の引受けを希望することを
当社に通知し、当社を通じ決済会社に払込代金
を支払うときは、決済会社はお客様に代わって
当該新株予約権等を行使して新株式を引受け、
当社を通じて本口座に振込むものとし、お客様
が所定の時限までに新株式の引受けを希望する
ことを当社に通知しないときは、新株式の引受
けは行えないものとします。  

② 株式分割、無償交付、減資または合併による株
式併合等（源泉徴収税が課せられるものを除き、
外国投資信託受益証券等、外国投資証券等、カバ
ードワラント、外国株預託証券および外国受益証
券発行信託の受益証券等 に係るこれらと同じ性
質を有するものを含む。）により割当てられる株
式 は、決済会社が受領し、当社を通じ本口座に
振込みます。ただし、1 株未満の株式について
は、決済会社がこれを売却処分します。  

③ 寄託証券等の発行者が発行する当該寄託証券等
以外の株券が分配される場合は、決済会社が当該

（新株予約権等その他の権利の処理）  
第 8 条 寄託証券等に係る新株予約権等（新たに外国
株券等の割当てを受ける権利をいう。以下同じ。）そ
の他の権利の処理は、次の各号に定めるところによ
ります。  
① 新株予約権等が付与される場合は、次の a また
は b に定める区分に従い、当該 a または b に
定めるところにより、取扱います。  
a. 寄託証券等が当該取引所を主たる市場とする
ものであると当該取 引所が認める場合以外の
場合お客様が所定の時限までに新株式（新たに
割当てられる外国株券等をいう。以下同じ。）
の引受けを希望することを当社に通知し、当社
を通じ決済会社に払込代金を支払うときは、決
済会社はお客様に 代わって当該新株予約権等
を行使して新株式を引受け、当社を通じて本口
座に振込むものとし、お客様が所定の時限まで
に新株式の引受けを希望することを当社に通知
しないときまたは決済会社が当 該新株予約権
等を行使することが不可能であると認めるとき
は、決済会社が当該新株予約権等を売却処分し
ます。ただし、当該寄託証券等の発行者が所在
する国等の諸法令もしくは慣行等によりまたは
市場の状況により、決済会社が当該新株予約権
等の全部または一部を売却できないときは、当
該全部または一部の新株予約権等はその効力を
失います。  

b. 寄託証券等が当該取引所を主たる市場とする
ものであると決済会社が認める場合 決済会社
が新株予約権等を受領し、当社を通じ本口座に
振込みます。この場合において、お客様が所定
の時限までに新株式の引受けを希望することを
当社に通知し、当社を通じ決済会社に払込代金
を支払うときは、決済会社はお客様に代わって
当該新株予約権等を行使して新株式を引受け、
当社を通じて本口座に振込むものとし、お客様
が所定の時限までに新株式の引受けを希望する
ことを当社に通知しないときは、新株式の引受
けは行えないものとします。  

２ 株式分割、無償交付、減資または合併による株式
併合等（源泉徴収税が課せられるものを除き、外国
投資信託受益証券等、外国投資証券等、可バードワ
ラント、外国株預託証券および外国受益証券発行信
託の受益証券等 に係るこれらと同じ性質を有するも
のを含む。）により割当てられる株式 は、決済会社
が受領し、当社を通じ本口座に振込みます。ただ
し、1 株未満の株式については、決済会社がこれを
売却処分します。  

 
３ 寄託証券等の発行者が発行する当該寄託証券等以
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分配される株券の振込みを指定しお客様が源泉 
徴収税額相当額の支払いをするときは、当該分配
される株券を決済会社が受領し、当社を通じ本口
座に振込むものとし、1 株未満の株券および決済
会社が振込みを指定しないときまたは決済会社が
振込みを指定しお客様 が国内において課せられ
る源泉徴収税額相当額を支払わないときの当該 
分配される株券は、決済会社が売却処分し、売却
代金を株式事務取扱機関を通じ顧客に支払うもの
とします。ただし、お客様が寄託証券等の発行者
が所在する国等において課せられる源泉徴収税額
相当額を所定の時限までに支払わないときは、原
則として当該分配される株券または株券の売却代
金は受領できないものとします。  

④ 前 3 号以外の権利が付与される場合は、決済会
社が定めるところによります。  

⑤ 第 1 号 a、第 2 号および第 3 号により売却処
分した代金については、前条第 1 項第 2 号 a 
並びに同条第 2 項から第 5 項までおよび第 7 
項の規定に準じて処理します。  

⑥ 第 1 号の払込代金および第 3 号の寄託証券等
の発行者が所在する国等において課せられる源泉
徴収税額相当額の支払いは円貨により行うものと
し、外貨と円貨との換算は、決済会社または当社
が定めるレートによります。ただし、当社が同意
した場合には、外貨により支払うことができるも
のとします。 

外の株券が分配される場合は、決済会社が当該分配
される株券の振込みを指定しお客様が源泉 徴収税額
相当額の支払いをするときは、当該分配される株券
を決済会社が受領し、当社を通じ本口座に振込むも
のとし、1 株未満の株券および決済会社が振込みを
指定しないときまたは決済会社が振込みを指定しお
客様 が国内において課せられる源泉徴収税額相当額
を支払わないときの当該 分配される株券は、決済会
社が売却処分し、売却代金を株式事務取扱機関を通
じ顧客に支払うものとします。ただし、お客様が寄
託証券等の発行者が所在する国等において課せられ
る源泉徴収税額相当額を所定の時限までに支払わな
いときは、原則として当該分配される株券または株
券の売却代金は受領できないものとします。  

 
４ 前 3 号以外の権利が付与される場合は、決済会社
が定めるところによります。  

５ 第 1 号 a、第 2 号および第 3 号により売却処分
した代金については、前条第 1 項第 2 号 a 並びに
同条第 2 項から第 5 項までおよび第 7 項の規定に
準じて処理します。  

６ 第 1 号の払込代金および第 3 号の寄託証券等の
発行者が所在する国等において課せられる源泉徴収
税額相当額の支払いは円貨により行うものとし、外
貨と円貨との換算は、決済会社または当社が定める
レートによります。ただし、当社が同意した場合に
は、外貨により支払うことができるものとします。 

 

（注文の執行及び処理） 
第 13 条 お客様の当社に対する売買注文並びに募集
及び売出し又は私募に係る外国証券の取得の申込み
については、次の各号に定めるところによります。 
①～④       （ 現行どおり ） 
⑤ 当社は、売買等の成立を確認した後、遅滞なく
お客様あてに契約締結時等交付書面を送付しま
す。 

（注文の執行及び処理） 
第 13 条 お客様の当社に対する売買注文並びに募集
及び売出し又は私募に係る外国証券の取得の申込み
については、次の各号に定めるところによります。 
①～④       （ 記載省略 ） 
⑤ 当社は、売買等の成立を確認した後、遅滞なく
お客様あてに契約締結時交付書面等を送付しま
す。 

（取引残高報告書の交付） 
第 23 条 お客様は、当社に保管の委託をした外国証
券について、当社が発行する取引残高報告書の交付
を定期的に受けるものとします。ただし、お客様が
請求した場合には、取引に係る受渡決済後遅滞なく
交付を受ける方法に代えるものとします。 

２ 前項の規定にかかわらず、お客様は、当社がお客
様に対して契約締結時等交付書面を交付することが
法令により義務付けられていない場合については、
法令に定める場合を除き、取引に係る受渡決済後遅
滞なく取引残高報告書の交付を受けるものとしま
す。 

３           （ 現行どおり ） 

（取引残高報告書の交付） 
第 23 条 お客様は、当社に保管の委託をした外国証
券について、当社が発行する取引残高報告書の交付
を定期的に受けるものとします。ただし、お客様が
請求した場合には、取引に係る受渡決済後遅滞なく
交付を受ける方法に代えるものとします。 

２ 前項の規定にかかわらず、お客様は、当社がお客
様に対して契約締結時交付書面を交付することが法
令により義務付けられていない場合については、法
令に定める場合を除き、取引に係る受渡決済後遅滞
なく取引残高報告書の交付を受けるものとします。 

３           （ 記載省略 ） 

（個人データ等の第三者提供に関する同意）  
第 33 条 お客様は、次の各号に掲げる場合に、当該各
号に定める者に対し、当該お客様の個人データ（住
所、氏名、連絡先、生年月日、所有する外国証券の
数量その他当該場合に応じて必要な範囲に限る。）が
提供されることがあることに同意するものとしま
す。  
① 外国証券の配当金、利子及び収益分配金等の果
実に対し我が国以外において課せられる源泉徴収
税に係る軽減税率又は免税の適用、還付その他の

 
 
 
 
 

（新設） 
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手続を行う場合 当該国等の税務当局、当該外国
証券の保管機関又はこれらの者から当該手続に係
る委任を受けた者  

② 預託証券に表示される権利に係る外国証券の配
当金、利子及び収益分配金等の果実に対し我が国
以外において課せられる源泉徴収税に係る軽減税
率又は免税の適用、還付その他の手続を行う場合 
当該国等の税務当局、当該外国証券の保管機関、
当該預託証券の発行者若しくは保管機関又はこれ
らの者から当該手続に係る委任を受けた者  

③ 外国証券又は預託証券に表示される権利に係る
外国証券の発行者が、有価証券報告書その他の国
内又は我が国以外の法令又は金融商品取引所等の
定める規則（以下「法令等」という。）に基づく
書類の作成、法令等に基づく権利の行使若しくは
義務の履行、実質株主向け情報の提供又は広報活
動等を行う上で必要となる統計データの作成を行
う場合 当該外国証券の発行者若しくは保管機関
又は当該預託証券に表示される権利に係る外国証
券の発行者若しくは保管機関  

④ 外国証券の売買を執行する我が国以外の金融商
品市場の監督当局（当該監督当局の認可を受けた
自主規制機関を含む。以下この号において同
じ。）が、マネー・ローンダリング、証券取引に
係る犯則事件又は当該金融商品市場における取引
公正性の確保等を目的とした当該国等の法令等に
基づく調査を行う場合であって、その内容が、裁
判所又は裁判官の行う刑事手続に使用されないこ
と及び他の目的に利用されないことが明確な場合 
当該監督当局、当該外国証券の売買に係る外国証
券業者又は保管機関 

２ お客様は、米国政府及び日本政府からの要請によ
り、当社がお客様について、外国口座税務コンプラ
イアンス法（以下「FATCA」という。)上の報告対象
として、次の各号のいずれかに該当する場合及び該
当する可能性があると判断する場合、米国税務当局
における課税執行のため、お客様の情報（氏名/名
称、住所/所在地、米国納税者番号、口座番号、口座
残高、口座に発生した所得の額、その他米国税務当
局が指定する情報）が米国税務当局へ提供されるこ
とがあることに同意するものとします。なお、米国
における個人情報の保護に関する制度に関する情報
は、個人情報保護委員会のウェブサイト
（https://www.ppc.go.jp/files/pdf/USA_report.pd
f）に掲載しておりますのでご参照ください。また、
米国税務当局（ＩＲＳ）においては、ＯＥＣＤプラ
イバシーガイドライン８原則に対応する個人情報保
護のための措置を全て講じています。  
① 米国における納税義務のある自然人、法人又は
その他の組織  

② 米国における納税義務のある自然人が実質的支
配者となっている非米国法人又はその他の組織  

③ FATCA の枠組みに参加していない金融機関（米国
内国歳入法 1471 条及び 1472 条の適用上、適用外
受益者として扱われる者を除く。） 

 

 


